




住宅経営室
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事　　務　　執　　行　　概　　要


　住宅経営室では、住宅に困窮する低額所得者に対して低廉な家賃の賃貸住宅を供給することにより、府民の生活の安定と社会福祉の増進に寄与し、これらの住宅への入居事務・維持管理等の業務を行った。

予　算　執　行
　　予算の執行にあたっては、地方自治法及び大阪府財務規則その他の関係法令を遵守し、行政効果の向上に常に留意しつつ、下記のとおり適正かつ効率的な予算執行に努めた。

(ア)　歳　　　　入
　　当該年度の歳入額は、府営住宅事業特別会計757億7,083万0,906円 であり、その内容は次のとおりである。

府営住宅事業特別会計
	科　　目
	収　入　済　額
	収入比率
	備　　　　　考

	負担金
	円
15,170,846
	％
0.0　
　
	・能登半島地震等被災者支援事業負担金　等

	使用料
	30,836,309,823
	40.7
	・府営住宅使用料

	国庫補助金
	9,763,243,000
	12.9　
	・府営住宅費補助金

	財産運用収入
	158,289,660
	0.2
	・不動産貸付収入　等

	財産売払収入
	3,381,499,983
	4.5
	・不動産売払収入

	他会計繰入金
	6,470,791,000
	8.5
	・公債管理特別会計繰入金　

	基金繰入金
	4,346,651,935
	5.7
	・府営住宅整備基金繰入金

	繰越金
	3,731,530,096
	4.9
	・前年度繰越金

	雑入
	3,315,344,563
	4.4
	・府債償還負担金　等

	府債
	13,752,000,000　
	18.2
	・府営住宅債、借換債

	合計
	75,770,830,906
	100.0　
	


(イ)　歳　　　　出
　　 当該年度の歳出額は、府営住宅事業会計698億75万8,649円 であり、その内容は次のとおりである。

府営住宅事業特別会計
	科　　目
	執　行　済　額
	執行比率
	備　　　　　考

	
府営住宅費
	円
 69,800,758,649
	％
100.0　
	・府営住宅事業に必要な経費

	合　　　　計
	69,800,758,649
	100.0　
	







（１）管理調整グループ（経営管理課）

１．連絡調整業務
　　室内業務を円滑に推進するため、室内各グループとの連絡調整を密にし、所管事務の適
正な執行に努めた。

２．人事管理
　　服務規律の厳正を期し、全体の奉仕者として誠実かつ公正に職務を遂行するとともに、
職場の明朗化並びに事務処理効率の向上に努めた。

３．職員の衛生管理
　　常に職場環境の整備改善を図り、室員の健康保持と疫病予防に努めた。

４．室内の予算に関すること
　　府営住宅の建設・管理に係る予算措置及び執行等について関係課等との各種調整・協議を行った。

歳出決算額の推移	（単位：千円）
	年
度
	目　　名
	最終予算額
（現年＋前年繰越）
	決算額
	左記財源内訳

	
	
	
	
	特　　定　　財　　源
	一般財源

	
	
	
	
	国　費
	起　債
	その他
	

	R4  
	府営住宅費
	府営住宅整備費
	20,801,076
	19,517,816
	9,520,700
	4,895,000
	5,102,116
	0

	
	
	府営住宅管理費
	18,316,170
	17,016,765
	2,637,172
	1,126,000
	13,253,593
	0

	
	合　　計
	39,117,246
	36,534,580
	12,157,872
	6,021,000
	18,355,708
	0

	R5
	府営住宅費
	府営住宅整備費
	15,238,254
	14,253,908
	6,796,919
	4,135,000
	3,321,989
	0

	
	
	府営住宅管理費
	18,395,533
	17,180,281
	2,608,992
	1,276,000
	13,295,289
	0

	
	合　　計
	33,633,787
	31,434,190
	9,405,911
	5,411,000
	16,617,279
	0

	R6
	府営住宅費
	府営住宅整備費
	27,859,489
	13,139,609
	6,308,411
	3,908,000
	2,923,198
	0

	
	
	府営住宅管理費
	22,328,235
	16,756,805 
	2,475,688
	1,277,000
	13,004,117
	0

	
	合　　計
	50,187,724
	29,896,414 
	8,784,099
	5,185,000
	15,927,315
	0





５．国との協議調整
　　社会資本整備総合交付金の予算の要望並びに執行に関して、国と協議調整を行った。
   【根拠法令等：公営住宅法、地域における多様な需要に応じた公的賃貸住宅等の整備等
　　　　　　　　に関する特別措置法】

６．国庫補助金等関係事務に関すること
　　府営住宅の建設および改善に伴う国庫補助金並びに社会資本整備総合交付金及び地域居住機能再生推進事業補助金の交付申請及び受入・繰越事務を行った。

（単位：千円）
	年度
	補助事業名
	交付決定額
及び
繰越確定額
	受入額
	翌年度へ
繰越額

	R4
	社会資本整備総合交付金
	8,009,644
	6,042,610
	1,967,034

	
	地域居住機能再生推進事業
	8,026,154
	7,091,973
	934,181

	
	合　計
	16,035,798
	13,134,583
	2,901,215

	R5
	社会資本整備総合交付金
	6,814,548
	5,300,381
	1,514,167

	
	地域居住機能再生推進事業
	6,217,648
	5,085,713
	1,131.935

	
	合　計
	13,032,196
	10,386,094
	2,646,102

	R6
	社会資本整備総合交付金
	6,326,912
	6,097,934
	142,891

	
	地域居住機能再生推進事業
	7,943,765
	3,648,217
	4,295,548

	
	合　計
	14,270,677
	9,746,151
	4,438,439


【根拠法令等：公営住宅法、地域における多様な需要に応じた公的賃貸住宅等の整備等に
　　　　　　　関する特別措置法】

７．府営住宅整備基金に関すること
　　府営住宅の用地の取得及び既存の府営住宅の整備のため、不動産売払代金及び運用利息の積立等を行った。
（単位：千円）
	
	令和４年度末
	令和５年度末
	令和６年度末

	基　金　残　高
	15,334,223
	11,772,414
	10,876,338


【根拠法令等：大阪府基金条例】

 




(２)計画グループ（経営管理課）

　府営住宅施策の企画、立案を行うとともに、施策推進に関する関係機関等との各種調整、協議等を行った。


1. 大阪府営住宅ストック総合活用計画に関すること
府営住宅における今後10年間の活用方針を示した「大阪府営住宅ストック総合活用計
画（令和３年12月改定）」に目標として掲げた耐震化率（令和12年度末までに概ね完了）
の進捗について、令和６年３月31日時点の耐震性能を令和６年６月に府ホームページ上で公表した。

1. 府営住宅資産を活用したまちづくりに関すること
府営住宅資産を活用したまちづくりを推進するため、次のとおり協議等を進めた。

［市町への府営住宅の移管]
門真市へ令和６年４月に４団地を移管した。
大東市、門真市、池田市と今後の移管予定団地の進め方について協議を行った。また、その他の市町と移管について協議等を進めた。

［府営住宅の地域のための活用］
活用を希望する団体や地元市町等と協議等を行い、府営住宅の空室を小規模保育所等の子育て支援や、高齢者の見守りや交流等の高齢者支援のほか、障がい者支援や住宅困窮者向けサポート付住宅等の用途に活用した。

1. 建設事業評価に関すること
府営住宅建替事業の効率性及びその実施過程の透明性の向上を目的とし、事業の各段階
で評価の実施状況について、府ホームページ上で公表した。
　事前評価　　６団地
　　再評価　　６団地
　事後評価　　２団地

　　【根拠規定：大阪府建設事業評価実施要綱】

1. 公共住宅事業者等連絡協議会に関すること（執行済額：900,000円）
公共住宅整備の多様化、高度化等に対応し、技術的業務に関する情報の連絡調整等を効果的に実施することにより、公共住宅整備事業の円滑な推進に資することを目的として活動した。
【根拠規定：公共住宅事業者等連絡協議会規約】

（３）推進グループ（経営管理課）

１．府営住宅の管理状況
公営住宅法に基づく「公営住宅」、特定優良賃貸住宅の供給の促進に関する法律に基づく「特定公共賃貸住宅」、「地域特別賃貸住宅」の管理戸数は次のとおりである。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　公営住宅
（府営住宅の種類）　　　　　 特定公共賃貸住宅
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　地域特別賃貸住宅

指定管理者センター別管理戸数（令和７年３月31日現在）
	管理
センター
	公　営　住　宅
	特公賃・地域特賃
	合  計

	
	低層
	中層
	高層
	小計
	中層
	高層
	小計
	

	千里
	0
	6,616
	7,720
	14,336
	75
	212
	287
	14,623

	高槻
	0
	8,430
	3,278
	11,708
	145
	0
	145
	11,853

	枚方
	0
	5,866
	3,456
	9,322
	100
	54
	154
	9,476

	村野
	0
	1,100
	0
	1,100
	0
	0
	0
	1,100

	大東朋来
	0
	706
	749
	1,455
	0
	0
	0
	1,455

	寝屋川
	16
	4,317
	2,719
	7,052
	41
	29
	70
	7,122

	布施
	4
	1,513
	4,017
	5,534
	0
	0
	0
	5,534

	藤井寺
	0
	7,046
	7,076
	14,122
	168
	717
	885
	15,007

	堺東
	0
	8,014
	8,650
	16,664
	32
	56
	88
	16,752

	泉北
	0
	8,828
	4,724
	13,552
	0
	0
	0
	13,552

	泉佐野
	0
	9,981
	5,555
	15,536
	138
	50
	188
	15,724

	計
	20
	62,417
	47,944
	110,381
	699
	1,118
	1,817
	112,198



２．府営住宅の管理運営
指定管理者制度を導入して、府営住宅の管理運営を行った。
また、指定期間満了となる地区において、指定管理者を公募し、令和7年度からの新たな指定管理者を指定した。
	地区
	指定管理者名

	北摂①地区
豊中市内、池田市内、箕面市内、吹田市内の
府営住宅（東三国２丁目住宅を含む）
	㈱東急コミュニティー

	北摂②地区
高槻市内、茨木市内、摂津市内、島本町内の
府営住宅
	㈱東急コミュニティー

	泉州南部地区
岸和田市内、貝塚市内、泉佐野市内、泉南市内、阪南市内、熊取町内、田尻町内、岬町内の府営住宅
	㈱東急コミュニティー



	地区
	指定管理者名

	堺市①、泉州北部地区
堺市（南区を除く）内、泉大津市、和泉市、高石市、忠岡町の府営住宅
	㈱東急コミュニティー

	堺市②地区
堺市南区（泉北ニュータウン）内の府営住宅
	㈱東急コミュニティー

	中・南河内地区
八尾市内、松原市内、柏原市内、羽曳野市内、藤井寺市内、富田林市内、河内長野市内、大阪狭山市内の府営住宅
	日本管財㈱

	守口市・寝屋川市・門真市地区
守口市内、寝屋川市内、門真市内の府営住宅
	日本管財㈱

	枚方市・大東市・四條畷市・交野市地区
(大東朋来地区及び村野地区除く)
枚方市内、大東市内、四條畷市内、交野市内の
府営住宅（大東朋来地区及び村野地区除く）
	近鉄住宅管理㈱

	東大阪市地区
東大阪市内の府営住宅
	近鉄住宅管理㈱

	大東朋来地区
大東朋来団地及びペア大東朋来団地の府営住宅
	日本管財㈱

	村野地区
村野団地の府営住宅
	日本管財㈱



執行済額　金7,658,248,564円
【根拠法令等：公営住宅法、大阪府営住宅条例、地方自治法】


３．家賃決定
　　公営住宅の令和７年度に適用する家賃（令和７年４月１日時点）を決定した。
決定戸数：110,381戸（299団地）　　　　
	区　　　分
	近傍同種の住宅の家賃
	本来入居者の家賃（第１分位）

	最　　　高
	203,200円
	41,800円

	最　　　低
	17,400円
	8,600円


※建替事業に係る負担調整措置を講じる前の家賃
【根拠法令等：公営住宅法・同施行令・大阪府営住宅条例・同施行規則】

４．共益費決定
（1） 府営住宅（借上公営住宅を除く）の令和７年度に適用する共益費を決定した。
　　　　　
決定戸数：103,537 戸（289団地）
	
	共　益　費

	最　　高
	3,340円

	最　　低
	   30円

	平　　均
	  931円



（２）借上公営住宅の令和７年度に適用する共益費を決定した。　
　　　　　
決定戸数：77戸（東三国2丁目住宅）　　　　　
	
	共　益　費

	最　　高
	4,620円

	最　　低
	4,620円

	平　　均
	4,620円


　　　　　　　　【根拠法令等：大阪府営住宅条例・同施行規則】

５．グループホーム事業の推進
　　身体障がい者・知的障がい者・精神障がい者・認知症高齢者グループホーム事業を推進するため、公営住宅の使用を許可した。



６．募集入居事務（執行済額30,173,088円）
（１）公営住宅の新築及びあき家の入居者募集を次のとおり行った。
1． 総合募集　
（募集期間）　                  　  （抽選日）
	第１回　令和６年 ４月１日　～　令和６年 ４月 15日
第２回　令和６年 ６月３日　～　令和６年 ６月 17日
第３回　令和６年 ８月１日　～　令和６年 ８月 15日
第４回　令和６年10月１日　～　令和６年10月 15日
第５回　令和６年12月２日　～　令和６年12月 16日
第６回　令和７年 ２月１日　～　令和７年 ２月 17日
	令和６年 ５月14日
令和６年 ７月９日
令和６年 ９月10日
令和６年11月12日
令和７年 １月 14日
令和７年 ３月11日

	区　　　分
	募集戸数
	応募者数
	応募倍率

	第１回
	一般世帯向け
	228
	1,361
	6.0

	
	

	新　築
	0
	0
	-

	
	
	あき家
	228
	1361
	6.0

	
	福祉世帯向け
	335
	2,870
	8.6

	
	

	新　築
	0
	0
	-

	
	
	あき家
	335
	2,870
	8.6

	
	新婚・子育て世帯向け
	264
	224
	0.8

	
	

	新　築
	0
	0
	-

	
	
	あき家
	264
	224
	0.8

	
	期限付入居住宅
	8
	6
	0.8

	
	

	新　築
	0
	0
	-

	
	
	あき家
	8
	6
	0.8

	
	親子近居
	7
	2
	0.3

	
	シルバーハウジング
	10
	51
	5.1

	
	車いす常用者世帯向け
	18
	33
	1.8

	
	

	新　築
	0
	0
	-

	
	
	あき家
	18
	33
	1.8

	
	合　　　計
	870
	4,547
	5.2

	第２回
	一般世帯向け
	202
	1,488
	7.4

	
	

	新　築
	0
	0
	-

	
	
	あき家
	202
	1,488
	7.4

	
	福祉世帯向け
	319
	3,031
	9.5

	
	

	新　築
	0
	0
	-

	
	
	あき家
	319
	3,031
	9.5

	
	新婚・子育て世帯向け
	219
	191
	0.9

	
	

	新　築
	0
	0
	-

	
	
	あき家
	219
	191
	0.9

	
	期限付入居住宅
	8
	10
	1.3

	
	　
　
	新　築
	0
	0
	-

	
	
	あき家
	8
	10
	1.3

	
	親子近居
	7
	0
	0.0

	
	シルバーハウジング
	11
	93
	8.5

	
	車いす常用者世帯向け
	14
	43
	3.1

	
	　
　
	新　築
	0
	0
	-

	
	
	あき家
	14
	43
	3.1

	
	合　　　計
	780
	4,856
	6.2



	区　　　分
	募集戸数
	応募者数
	応募倍率

	第３回
	一般世帯向け
	260
	1659
	6.4

	
	　
　
	新　築
	0
	0
	-

	
	
	あき家
	260
	1659
	6.4

	
	福祉世帯向け
	417
	3,297
	7.9

	
	　
　
	新　築
	0
	0
	-

	
	
	あき家
	417
	3,297
	7.9

	
	新婚・子育て世帯向け
	264
	188
	0.7

	
	　
　
	新　築
	0
	0
	-

	
	
	あき家
	264
	188
	0.7

	
	期限付入居住宅
	8
	15
	1.9

	
	　
　
	新　築
	0
	0
	-

	
	
	あき家
	8
	15
	1.9

	
	親子近居
	8
	2
	0.3

	
	シルバーハウジング
	3
	46
	15.3

	
	車いす常用者世帯向け
	18
	31
	1.7

	
	　
　
	新　築
	0
	0
	-

	
	
	あき家
	18
	31
	1.7

	
	合　　　計
	978
	5,238
	5.4

	第４回
	一般世帯向け
	272
	1,457
	5.4

	
	　
　
	新　築
	0
	0
	-

	
	
	あき家
	272
	1,457
	5.4

	
	福祉世帯向け
	406
	2,888
	7.1

	
	　
　
	新　築
	0
	0
	-

	
	
	あき家
	406
	2,888
	7.1

	
	新婚・子育て世帯向け
	352
	311
	0.9

	
	　
　
	新　築
	0
	0
	-

	
	
	あき家
	352
	311
	0.9

	
	期限付入居住宅
	0
	0
	-

	
	　
　
	新　築
	0
	0
	-

	
	
	あき家
	0
	0
	-

	
	親子近居
	8
	2
	0.3

	
	シルバーハウジング
	8
	89
	11.1

	
	車いす常用者世帯向け
	18
	32
	1.8

	
	　
　
	新　築
	0
	0
	-

	
	
	あき家
	18
	32
	1.8

	
	合　　　計
	1,064
	4,779
	4.5




	区　　　分
	募集戸数
	応募者数
	応募倍率

	第５回
	一般世帯向け
	350
	1,374
	3.9

	
	　
　
	新　築
	0
	0
	-

	
	
	あき家
	350
	1,374
	3.9

	
	福祉世帯向け
	391
	3,035
	7.8

	
	　
　
	新　築
	0
	0
	-

	
	
	あき家
	391
	3,035
	7.8

	
	新婚・子育て世帯向け
	352
	376
	1.1

	
	　
　
	新　築
	0
	0
	-

	
	
	あき家
	352
	376
	1.1

	
	期限付入居住宅
	0
	0
	-

	
	　
　
	新　築
	0
	0
	-

	
	
	あき家
	0
	0
	-

	
	親子近居
	7
	2
	0.3

	
	シルバーハウジング
	11
	93
	8.5

	
	車いす常用者世帯向け
	11
	32
	2.9

	
	　
　
	新　築
	0
	0
	-

	
	
	あき家
	11
	32
	2.9

	
	合　　　計
	1,122
	4,912
	4.4

	第６回
	一般世帯向け
	439
	1,666
	3.8

	
	　
　
	新　築
	0
	0
	-

	
	
	あき家
	439
	1,666
	3.8

	
	福祉世帯向け
	391
	3,393
	8.7

	
	　
　
	新　築
	0
	0
	-

	
	
	あき家
	391
	3,393
	8.7

	
	新婚・子育て世帯向け
	242
	246
	1.0

	
	　
　
	新　築
	0
	0
	-

	
	
	あき家
	242
	246
	1.0

	
	期限付入居住宅
	0
	0
	-

	
	　
　
	新　築
	0
	0
	-

	
	
	あき家
	0
	0
	-

	
	親子近居
	8
	0
	-

	
	シルバーハウジング
	7
	89
	12.7

	
	車いす常用者世帯向け
	21
	44
	2.1

	
	　
　
	新　築
	0
	0
	-

	
	
	あき家
	21
	44
	2.1

	
	合　　　計
	1,108
	5,438
	4.9








	区　　　分
	募集戸数
	応募者数
	応募倍率

	合計
	一般世帯向け
	1,751
	9,005
	5.1

	
	　
　
	新　築
	0
	0
	-

	
	
	あき家
	1,751
	9,005
	5.1

	
	福祉世帯向け
	2,259
	18,514
	8.2

	
	　
　
	新　築
	0
	0
	-

	
	
	あき家
	2,259
	18,514
	8.2

	
	新婚・子育て世帯向け
	1,693
	1,536
	0.9

	
	　
　
	新　築
	0
	0
	-

	
	
	あき家
	1,693
	1,536
	0.9

	
	期限付入居住宅
	24
	31
	1.3

	
	　
　
	新　築
	0
	0
	-

	
	
	あき家
	24
	31
	1.3

	
	親子近居
	45
	8
	0.2

	
	シルバーハウジング
	50
	461
	9.2

	
	車いす常用者世帯向け
	100
	215
	2.2

	
	　
　
	新　築
	0
	0
	-

	
	
	あき家
	100
	215
	2.2

	
	合　　　計
	5,922
	29,770
	5.0



イ．随時募集
総合募集を実施後、応募割れした住宅について、府営住宅の有効活用と早期あっせんを促進するため、総合募集とは別に、直接受付けによる随時募集を実施した。
また、募集期間終了後更に応募割れがあった住宅について、通年の随時募集を実施した。
　（株式会社東急コミュニティー　大阪府営住宅千里管理センター）
　　　　　　　　　　　　　　（募集期間）　　　　　　　　　　　　　　　 （抽選日）　
	第１回　令和６年 ５月22日　～　令和６年 ５月 29日
第２回　令和６年 ７月17日　～　令和６年 ７月 24日
第３回　令和６年 ９月18日　～　令和６年 ９月 26日
第４回　令和６年 11月20日　～　令和６年 11月 28日
第５回　令和７年 １月22日　～　令和７年 １月 29日
第６回　令和７年 ３月19日　～　令和７年 ３月 27日
通　年　令和６年 ４月　１日　～　令和７年 ３月 31日
	令和６年 ５月31日
令和６年 ７月26日
令和６年 ９月27日
令和６年 11月29日
令和７年 １月31日
令和７年 ３月28日

	区　分
	募集戸数(戸)
	応募者数(件)
	応募倍率

	第１回
	17
	121
	7.1

	第２回
	8
	25
	3.1

	第３回
	28
	143
	5.1

	第４回
	60
	192
	3.2

	第５回
	51
	180
	3.5

	第６回
	36
	111
	3.9

	合　計
	200
	772
	3.9

	通　年
	－
	91
	－


　　　　※通年随時募集は先着順のため、応募者数・応募倍率に含まない。（以下、同じ）
　（株式会社東急コミュニティー　大阪府営住宅高槻管理センター）
（募集期間）　　　　　　　　　　　（抽選日）　
	第１回　令和６年 ５月22日　～　令和６年  ５月 29日
第２回　令和６年 ７月17日　～　令和６年  ７月 24日
第３回　令和６年 ９月18日　～　令和６年  ９月 26日
第４回　令和６年 11月20日　～　令和６年  11月 28日
第５回　令和７年 １月22日　～　令和７年  １月 29日
第６回　令和７年 ３月19日　～　令和７年  ３月 27日
通　年　令和６年 ４月１日　    ～　令和７年  ３月 31日
	令和６年 ５月31日
令和６年 ７月26日
令和６年 ９月27日
令和６年 11月29日
令和７年 １月31日
令和７年 ３月28日

	区　　　　分
	募集戸数(戸)
	応募者数(件)
	応募倍率

	第１回
	15
	18
	1.2

	第２回
	6
	42
	7.0

	第３回
	20
	48
	2.4

	第４回
	35
	17
	0.5

	第５回
	29
	13
	0.4

	第６回
	22
	19
	0.9

	合　計
	127
	157
	1.2

	通　年
	－
	28
	－


　

　（近鉄住宅管理株式会社　大阪府営住宅枚方管理センター）
（募集期間）　　　　　　　　　　　（抽選日）　
	第１回　令和６年 ５月17日　～　令和６年   ５月 24日
第２回　令和６年 ７月12日　～　令和６年   ７月 19日
第３回　令和６年 ９月13日　～　令和６年   ９月 20日
第４回　令和６年11月15日　～　令和６年    11月 22日
第５回　令和７年１月17日　～　令和７年    １月 24日
第６回　令和７年 ３月14日　～　令和７年   ３月 21日
通　年　令和６年  ４月  １日　 ～　令和７年３月 31日

	令和６年 ５月29日
令和６年 ７月26日
令和６年 ９月27日
令和６年 11月27日
令和７年 １月29日
令和７年 ３月26日
	
	
	
	

	区　　　　分
	募集戸数(戸)
	応募者数(件)
	応募倍率

	第１回
	20
	7
	0.4

	第２回
	18
	11
	0.6

	第３回
	19
	34
	1.8

	第４回
	38
	31
	0.8

	第５回
	8
	6
	0.8

	第６回
	36
	0
	0.0

	合　計
	139
	89
	0.6

	通　年
	－
	45
	－





（日本管財株式会社　大阪府営住宅村野管理センター）
（募集期間）　　　　　　　　　　　　 （抽選日）　
	第１回　令和６年 ５月17日　～　令和６年   ５月 24日
第２回　令和６年 ７月12日　～　令和６年   ７月 19日
第３回　令和６年 ９月13日　～　令和６年   ９月 20日
第４回　令和６年 11月15日　～　令和６年   11月 22日
第５回　令和７年 １月17日　～　令和７年   １月 24日
第６回　令和７年 ３月14日　～　令和７年   ３月 21日
通　年　令和６年 ４月１日　   ～　令和７年 ３月 31日

	令和６年 ５月28日
令和６年 ７月23日
令和６年 ９月24日
令和６年 11月26日
令和７年 １月28日
令和７年 ３月25日
	
	
	

	区　　　　分
	募集戸数(戸)
	応募者数(件)
	応募倍率

	第１回
	3
	0
	0.0 

	第２回
	2
	0
	0.0 

	第３回
	4
	0
	0.0 

	第４回
	4
	0
	0.0 

	第５回
	2
	
	0.5 

	第６回
	3
	0
	0.0 

	合　計
	18
	1
	0.0 

	通　年
	－
	2
	－



（日本管財株式会社　大阪府営住宅大東朋来管理センター）
（募集期間）　　　　　　　　　　　　　     （抽選日）　
	第１回　令和６年 ５月17日　～　令和６年   ５月 24日
第２回　令和６年 ７月12日　～　令和６年   ７月 19日
第３回　令和６年 ９月13日　～　令和６年   ９月 20日
第４回　令和６年 11月15日　～　令和６年   11月 22日
第５回　令和７年 １月17日　～　令和７年   １月 24日
第６回　令和７年 ３月14日　～　令和７年   ３月 21日
通　年　令和６年  ４月 １日　 ～　令和７年 ３月 31日

	令和６年 ５月28日
令和６年 ７月23日
令和６年 ９月24日
令和６年 11月26日
令和７年 １月28日
令和７年 ３月25日
	
	
	

	区　　　　分
	募集戸数(戸)
	応募者数(件)
	応募倍率

	第１回
	4
	0
	0.0

	第２回
	5
	4
	0.8

	第３回
	7
	8
	1.1

	第４回
	5
	4
	0.8

	第５回
	9
	2
	0.2

	第６回
	10
	4
	0.4

	合　計
	40
	22
	0.6

	通　年
	－
	11
	－






（日本管財株式会社　大阪府営住宅寝屋川管理センター）
（募集期間）　　　　　　　　　　　　　     （抽選日）　
	第１回　令和６年 ５月17日　～　令和６年   ５月 24日
第２回　令和６年 ７月12日　～　令和６年   ７月 19日
第３回　令和６年 ９月13日　～　令和６年   ９月 20日
第４回　令和６年 11月15日　～　令和６年   11月 22日
第５回　令和６年 １月17日　～　令和７年   １月 24日
第６回　令和７年 ３月14日　～　令和７年   ３月 21日
通　年　令和６年  ４月  １日　～　令和７年　３月 31日

	令和６年 ５月28日
令和６年 ７月23日
令和６年 ９月24日
令和６年 11月26日
令和７年 １月28日
令和７年 ３月25日
	
	
	
	

	区　　　　分
	募集戸数(戸)
	応募者数(件)
	応募倍率

	第１回
	25
	6
	0.2

	第２回
	26
	10
	0.4

	第３回
	32
	15
	0.5

	第４回
	44
	15
	0.3

	第５回
	38
	13
	0.3

	第６回
	37
	8
	0.2

	合　計
	202
	67
	0.3

	通　年
	－
	65
	－




　（近鉄住宅管理株式会社　大阪府営住宅布施管理センター）
（募集期間） 　　　　　　　　　（抽選日）　
	第１回　令和６年 ５月17日　～　令和６年 　５月 24日
第２回　令和６年 ７月12日　～　令和６年 　７月 19日
第３回　令和６年 ９月13日　～　令和６年 　９月 20日
第４回　令和６年 11月15日　～　令和６年 　11月22日
第５回　令和７年 １月17日　～　令和７年 　１月 24日
第６回　令和７年 ３月14日　～　令和７年　 ３月 21日
通　年　令和６年  ４月  １日　～　令和７年　３月 31日


	令和６年 ５月31日
令和６年 ７月26日
令和６年 ９月27日
令和６年 11月29日
令和７年 １月31日
令和７年 ３月28日
	
	
	
	

	区　　　　分
	募集戸数(戸)
	応募者数(件)
	応募倍率

	第１回
	8
	13
	1.6

	第２回
	3
	17
	5.7

	第３回
	5
	20
	4.0

	第４回
	4
	19
	4.8

	第５回
	7
	7
	1.0

	第６回
	3
	8
	2.7

	合　計
	30
	84
	2.8

	通  年
	　　－
	4
	－




（日本管財株式会社　大阪府営住宅藤井寺管理センター）
（募集期間）　　　　　　　　　　（抽選日）　
	第１回　令和６年 ５月17日　～　令和６年   ５月 24日
第２回　令和６年 ７月12日　～　令和６年 　７月 19日
第３回　令和６年 ９月13日　～　令和６年 　９月 20日
第４回　令和６年 11月15日　～　令和６年　　11月 22日
第５回　令和７年 １月17日　～　令和７年　　１月 24日
第６回　令和７年 ３月14日　～　令和７年 　３月 21日
通　年　令和６年  ４月  １日　～　令和７年　３月 31日

	令和６年 ５月28日
令和６年 ７月23日
令和６年 ９月24日
令和６年 11月26日
令和７年 １月28日
令和７年 ３月25日
	
	

	区　　　　分
	募集戸数(戸)
	応募者数(件)
	応募倍率

	第１回
	80
	38
	0.5

	第２回
	84
	22
	0.3

	第３回
	95
	28
	0.3

	第４回
	75
	19
	0.3

	第５回
	122
	31
	0.3

	第６回
	99
	18
	0.2

	合　計
	555
	156
	0.3

	通　年
	－
	164
	－



（株式会社東急コミュニティー　大阪府営住宅堺東管理センター）
（募集期間）　　　　　　　　　　（抽選日）
	第１回　令和６年 ５月22日　～　令和６年   ５月 29日
第２回　令和６年 ７月17日　～　令和６年 　７月 24日
第３回　令和６年 ９月18日　～　令和６年 　９月 26日
第４回　令和６年 11月20日　～　令和６年　　11月 28日
第５回　令和７年 １月22日　～　令和７年　　１月 29日
第６回　令和７年 ３月19日　～　令和７年 　３月 27日
通　年　令和６年 ４月 １日　～　令和７年 　３月 31日

	令和６年 ５月31日
令和６年 ７月26日
令和６年 ９月27日
令和６年 11月29日
令和７年 １月31日
令和７年 ３月28日
	
	

	区　　　　分
	募集戸数(戸)
	応募者数(件)
	応募倍率

	第１回
	17
	27
	1.6

	第２回
	14
	31
	2.2

	第３回
	26
	45
	1.7

	第４回
	45
	80
	1.8

	第５回
	38
	81
	2.1

	第６回
	47
	38
	0.8

	合　計
	187
	302
	1.6

	通　年
	－
	86
	－





（株式会社東急コミュニティー　大阪府営住宅泉北管理センター）
（募集期間）　　　　　　　　　　（抽選日）　
	第１回　令和６年 ５月22日　～　令和６年 　５月 29日
第２回　令和６年 ７月17日　～　令和６年 　７月 24日
第３回　令和６年 ９月18日　～　令和６年 　９月 26日
第４回　令和６年 11月20日　～　令和６年　　11月 28日
第５回　令和６年 １月22日　～　令和７年　　１月 29日
第６回　令和７年 ３月19日　～　令和７年　　３月 27日
通　年　令和６年  ４月 １日　～　令和７年  ３月 31日
	令和６年 ５月31日
令和６年 ７月26日
令和６年 ９月27日
令和６年 11月29日
令和７年 １月31日
令和７年 ３月28日
	
	

	区　　　　分
	募集戸数(戸)
	応募者数(件)
	応募倍率

	第１回
	89
	8
	0.1 

	第２回
	93
	6
	0.1 

	第３回
	85
	13
	0.2 

	第４回
	77
	30
	0.4 

	第５回
	115
	49
	0.4 

	第６回
	97
	24
	0.2 

	合　計
	556
	130
	0.2 

	通　年
	－
	170
	－




（株式会社東急コミュニティー　大阪府営住宅泉佐野管理センター）
　　　　　　　　　　　　　　　（募集期間）　　　　　　　    　　  （抽選日）　
	第１回　令和６年 ５月22日　～　令和６年    ５月 29日
第２回　令和６年 ７月17日　～　令和６年    ７月 24日
第３回　令和６年 ９月18日　～　令和６年    ９月 26日
第４回　令和６年 11月20日　～　令和６年   11月 28日
第５回　令和７年 １月22日　～　令和７年    １月 29日
第６回　令和７年 ３月19日　～　令和７年    ３月 27日
通　年　令和６年  ４月 １日　～　令和７年 　３月 31日
	令和６年 ５月31日
令和６年 ７月26日
令和６年 ９月27日
令和６年 11月29日
令和７年 １月31日
令和７年 ３月28日

	区　　　　分
	募集戸数(戸)
	応募者数(件)
	応募倍率

	第１回
	118
	37
	0.3

	第２回
	129
	17
	0.1

	第３回
	125
	42
	0.3

	第４回
	98
	42
	0.4

	第５回
	106
	58
	0.5

	第６回
	121
	55
	0.5

	合　計
	697
	251
	0.4

	通　年
	－
	211
	－


ウ．収入減少者に対する府営住宅のあっせん
（ア）都市再生機構又は大阪府住宅供給公社の賃貸住宅の入居者で、収入の著しい低下等のため当該住宅に引き続き入居することが困難になった者に対して、府営住宅のあっせんを実施するもの。（募集回数は、機構年１回、公社年２回）
	区　　分
	申請数
	合格数
	不合格数

	都市再生機構
	第１回
	0件
	0件
	0件

	大阪府住宅供給公社
	第１回
	0件
	0件
	0件

	
	第２回
	 0件
	0件
	0件



（イ）特定公共賃貸住宅の入居者で、収入の著しい低下のため当該住宅に引き続き入居することが困難になった者に対して、府営住宅のあっせんを実施するもの。
	区　　分
	申請数
	合格数
	不合格数

	特定公共賃貸住宅
	0件
	0件
	0件



エ．特定・優先入居（公営住宅法第22条第1項、同法施行令第5条及び大阪府営住宅条例第6条第4項、同施行規則第7条）
（ア）災害、不良住宅の撤去等の特別の事由がある場合において、特定の者に対して、府営住宅のあっせんを実施した。
	住宅あっせん
受付数
	内　　　　　　　　　　訳

	
	用途廃止
	災害
	引揚者
	不良
住宅
	航空機
公害
	その他

	
	73件
	1件
	0件
	0件
	0件
	0件



（イ）府営住宅入居者のうち、他の府営住宅へ住み替えを希望する者に対して、一定の要件を基に次のとおり住み替え申請を受け付けた。
	住宅替受付件数
	内　　　　　　　　訳
	

	
	世帯員
増加・減少
	昇降
困難
	親子
近居
	建替
事業
(EV含む)
	借上公営期間満了
	その他
	辞退

	
	9件
	212件
	3件
	338件
	0件
	28件
	45件








【根拠法令等：公営住宅法、同施行令、大阪府営住宅条例、同施行規則】

（２）特定公共賃貸住宅（特別募集）の募集を次のとおり行った。
募集期間　　令和６年４月　　～　　令和７年３月
	区　分
	応募者数
	対　　象　　住　　宅

	あき家
	33件
	千里佐竹台、千里高野台、茨木東奈良、摂津正雀、
枚方片鉾、大東末広、
寝屋川池田、八尾志紀、富田林錦ヶ丘、河内長野木戸、
岸和田額原、泉大津東助松、泉大津なぎさ、貝塚王子、
泉佐野泉ヶ丘


　　　　　【根拠法令等：特定優良賃貸住宅の供給の促進に関する法律、
大阪府営住宅条例、同施行規則】
（３）府営住宅の新築及びあき家等の入居者募集による入居状況は次のとおりであった。

令和６年度　入居あっせん状況
	応募区分
	入居承認の
取扱件数
	入居辞退・
取消件数
	入居件数

	総合
募集
	一般世帯向け
	新築
	0
	0
	0

	
	
	あき家
	600
	27
	573

	
	福祉世帯向け
	新築
	0
	0
	0

	
	
	あき家
	565
	25
	540

	
	新婚・子育て世帯向け
	新築
	0
	0
	0

	
	
	あき家
	441
	16
	425

	
	期限付入居住宅
	新築
	0
	0
	0

	
	
	あき家
	21
	1
	20

	
	親子近居向け
	6
	0
	6

	
	シルバーハウジング
	30
	0
	30

	
	車いす常用者世帯向け
	新築
	0
	0
	0

	
	
	あき家
	47
	1
	46

	
	福祉世帯向け
（単身者向け）
	新築
	0
	0
	0

	
	
	あき家
	407
	19
	388

	
	全応募区分における事故住宅
	123
	6
	117

	随時
募集
	世帯向け
	551
	28
	523

	
	単身者向け
	409
	34
	375

	特定入居（住宅替えを除く）
	24
	0
	24

	優先
入居
	引揚者
	0
	0
	0

	
	特公賃
	0
	0
	0

	
	都市再生機構・公社
	3
	0
	3

	住宅替え
	150
	8
	142

	特定公共賃貸住宅特別募集
	33
	3
	30

	合　　計
	3,410
	168
	3,242





(４)収納促進グループ（経営管理課）

１．収納事務
府営住宅使用料等、住宅の管理に伴う諸収入金について適正な収納事務の執行に努めた。また、入居者に対し、収入申告書の提出を求めるとともに、未申告者については収入調査等を行うことにより、収入の認定及び高額所得者等の認定を行った。
なお、入居者の申請に基づき特に収入が低いと認められる者については、家賃減免の措置をした。

（１）収納
　　　ア．府営住宅使用料等の収納状況
	項　　　目
	調　定　額　Ａ
	収　納 済 額　Ｂ
	Ｂ／Ａ

	府営住宅
使用料
	家  賃
	26,452,167,178
	円
	25,363,271,260
	円
	95.88
	％

	
	共益費
	926,639,465
	円
	906,934,085
	円
	97.87
	％

	小　　計
	27,378,806,643
	円
	26,270,205,345
	円
	95.95
	％

	特定公共賃貸
住宅使用料
	家  賃
	833,129,924
	円
	799,562,746
	円
	95.97
	％

	
	共益費
	10,105,823
	円
	9,736,510
	円
	96.35
	％

	小　　計
	843,235,747
	円
	809,299,256
	円
	95.98
	％

	合    計
	28,222,042,390
	円
	27,079,504,601
	円
	95.95
	％


R7.6.20現在

イ．府営住宅管理に伴う諸収入の収納状況
	項　　　　　　目
	調　定　額　Ａ
	収 入 済 額　Ｂ
	Ｂ／Ａ

	雑
入
	府営住宅損害金
	2,131,073,623
	円
	161,607,107
	円
	7.58
	％

	
	特公賃住宅損害金
	53,274,750
	円
	2,763,940
	円
	5.19
	％

	
	退去時補修費損害賠償金
	57,339,637
	円
	57,339,637
	円
	100.00
	％

	
	府営住宅使用者保証金運用益金
	591,475
	円
	591,475
	円
	100.00
	％

	
	特公賃住宅使用者保証金運用益金
	33,137
	円
	33,137
	円
	100.00
	％

	合     　　計
	2,242,312,622
	円
	222,235,296
	円
	9.91
	％


R7.6.20現在
【根拠法令等：公営住宅法、大阪府営住宅条例、同施行規則】

（２）収入調査

	調　査　対　象
	収入申告未申告者

	調　    査　 　 数
	2,684


         【根拠法令等：公営住宅法・大阪府営住宅条例】


（３）収入認定
収入認定数	　　　　84,637件
収入基準超過認定数　　6,889件（うち高額所得者　159件）
       　【根拠法令等：公営住宅法・大阪府営住宅条例】

（４）家賃等の減免及び徴収猶予処理状況
（単位：件）
	項　　　　目
	申請
	認定
	却下

	減免
	家賃・共益費
	16,296
	15,008
	1,288

	
	共　 益　 費
	　　 0
	　　 0
	　　0

	徴　収　猶　予
	　　 0
	　　 0
	　　0

	合　計
	16,296
	15,008
	1,288


　　　　うち、新型コロナウイルス感染症の影響により収入が著しく減少した方に対する家
賃等の減免　4件
【根拠法令等：公営住宅法・大阪府営住宅条例・同施行規則、
大阪府営住宅家賃等の減免に関する要綱】

２．【一部新規】滞納対策
　　文書、電話、訪問などによる督促を行い、滞納の解消に努めるとともに、それでも滞納解消に応じない者については、滞納４カ月で契約を解除し、住宅の明渡訴訟、強制執行の手続きを行った。
　　加えて、保証制度廃止後の取組強化として、電話による家賃納付の働きかけ時期の前倒しや、適正納付推進月間（７月）を新設し、適正納付に係る啓発活動や戸別訪問による督促を行った。

（１）督促状況
　　　　　督促状送付　　　　　　65,311件
[bookmark: _Int_qFz3ELaU]催告及び解除通知　　　 1,966件

（２）訴訟・和解の状況（不適正入居者を含む）
　　　　　明渡訴訟　　　　　　　　　　204件
和解 　　　　　　　　　　　　10件

（３）強制執行の状況
　　　　　動産差押・明渡予告　　　　　194件
　　　　　住宅明渡し　　　　　　　　　144件

３．高額所得者対策

（１）高額所得者の認定、明渡勧告の実施
　　　　公営住宅入居者のうち、高額所得者に対し認定通知を行った。また、高額所得者に対し明渡期限を示し府営住宅の明渡勧告を行なった。
　　　
　　　　　　認定通知実施件数　　　　　126件

（２）明渡請求の実施
　　　　明渡勧告期限を経過した高額所得者に対し、明渡請求を行い、期限を示して契約解除を通知した。

　　　　　　明渡請求件数　　　　　　　　　　　　108件
（以下、明渡請求後の件数）
退去した件数　　　              　　 60件
高額所得者明渡請求を取り消した件数　 31件
明渡期限を延長した件数　　　　　　　  9件
契約解除件数　　          　　　　　  8件
【根拠法令等：公営住宅法、同法施行令、大阪府営住宅条例、同施行規則
　　　　　　　　　　　　　　　高額所得者に対する公営住宅明渡請求措置に関する要綱】



(５)事業調整グループ、事業推進グループ、建替事業グループ
（住宅整備課）
〔建替事業〕
　老朽化した府営中層耐火住宅を土地の有効かつ高度利用した良好な中高層住宅として建替え、周辺地域も含めた住環境整備を図るため、基本設計、入居者との建替協議をはじめ、さらには、周辺住民・地元市町・関係機関等との協議などの建替事業の推進により府営住宅の建設を行った。

１．建替協議及び事業着手
入居者等との協議により建替えの協議を経て、事業着手した。
	項　目
	令和4年度
	令和5年度
	令和6年度

	
	
	簡易耐火
	中層耐火
	高層耐火
	
	簡易耐火
	中層耐火
	高層耐火
	
	簡易耐火
	中層耐火
	高層耐火

	事業着手団地
	(団地)
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	3
	0
	3
	0

	事業完了団地
	(団地)
	2
	1
	1
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0


※事業着手は、１期の仮移転又は杭工事等の着工
事業完了は、最終期の住棟建設完了時点

２．あいあい住宅の建設
高齢者をはじめ誰もが住みやすいように、浴槽部分の落とし込み、浴室・便所の手すり
設置、住戸内部の段差解消等に加え、３カ所給湯方式の採用、洗面所・便所等の面積拡大等を行った「あいあい住宅」を建設した。
	
	令和4年度
	令和5年度
	令和6年度

	建　設　戸　数
	（戸）
	0
	220
	135


【根拠法令等：公営住宅法】

３．車いす常用者世帯向住宅（ＭＡＩハウス）の建設
ＭＡＩハウスについては、入居者の障がいの程度や内容を測定し、ハーフメイド方式に
より建設した。
	
	令和4年度
	令和5年度
	令和6年度

	建　設　戸　数
	（戸）
	0
	9
	5


【根拠法令等：公営住宅法】


４．公営住宅用途廃止に係る承認申請
公営住宅法に基づき、除却する公営住宅及び共同施設の用途廃止を行った。
	項　　　　　　目
	令和4年度
	令和5年度
	令和6年度

	建替事業に伴う用途廃止【37条】
	(団地)
	0
	1
	6

	建替事業に伴う用途廃止(変更)【37条】
	(団地)
	0
	0
	1

	用途廃止【44条】
	(団地)
	1
	8
	7


（注）用途廃止【44条】は建替事業に加え、集約事業に伴うものを含む。

５．委託業務
建替事業に伴う基本設計等の委託業務を行った。
	項　　　　　　目
	令和4年度
	令和5年度
	令和6年度

	基本計画
	(団地)
	11
	13
	5

	基　本・実　施　設　計
	(団地)
	7
	14
	14

	測量
	(件)
	11
	26
	13

	地積測量図作成
	（件）
	3
	3
	10

	その他
	（件）
	4
	4
	7



６．空家補修
建替事業に伴う、団地内での仮移転の空家補修を行った。
	項　　　　　目
	令和4年度
	令和5年度
	令和6年度

	空家補修
	(団地)
	0
	36
	389



７．建替に伴う移転
建替事業に伴う移転補償、仮移転先民間借家の借上及び退去時補修、民間借家契約時
の不動産斡旋を行った。

（１）移転補償
建替事業等に伴う仮移転、建替完了住宅への入居、他の府営住宅への住宅替え,
建替対象住宅からの退去の移転補償を行った。
	項　　　　　目
	令和4年度
	令和5年度
	令和6年度

	仮移転
	(団地)
	0
	1
	4

	
	(戸)
	0
	36
	239

	本移転・住宅替
	(団地)
	6
	5
	6

	
	(戸)
	744
	566
	29

	退去
	(団地)
	6
	4
	4

	
	   (戸)
	21
	19
	20



（２）仮住居借上等
建替事業に伴い民間借家への仮移転が必要な入居者について民間借家の借り上げ
を行った。また、民間借家契約の解除時に必要となる退去時補修費について支払っ
た。
	項　　　　　目
	令和4年度
	令和5年度
	令和6年度

	民間借家借上
	(月)
	0
	0
	0

	民間借家退去時補修
	(戸)
	0
	0
	0




（３）不動産斡旋
民間借家の借上を不動産斡旋業者により行った。
	項　　　　　目
	令和4年度
	令和5年度
	令和6年度

	民間借家斡旋
	(戸)
	0
	0
	0


【根拠法令等：公営住宅法、府営住宅建替えに関する要綱、
宅地建物取引業法】

８．埋蔵文化財の調査
建替事業に伴い、府教育委員会並びに市町教育委員会等に埋蔵文化財の調査を依頼し
た。
	項　　　　　目
	令和4年度
	令和5年度
	令和6年度

	文化財調査
	(団地)
	1
	1
	0


【根拠法令等：文化財保護法】

９．負担金協定等による負担
建替事業に伴い、設備施設等に関する工事負担金等を支出した。
	項　　　　　目
	令和4年度
	令和5年度
	令和6年度

	水道工事
	(団地)
	2
	1
	3

	水道口径別加入金
	(団地)
	0
	0
	0

	ガス工事
	(団地)
	4
	2
	3

	その他工事
	(団地)
	11
	9
	8


【根拠法令等：各市水道事業給水条例、ガス事業法】

10．建替えに伴うリース風呂補償
建替事業に伴い、リース風呂を撤去する場合にリース風呂残存価値分の補償費を支出
した。
	項　　　　　目
	令和4年度
	令和5年度
	令和6年度

	リース風呂補償費
	(団地)
	1
	4
	2




11．新築公募に係る関係資料の作成に関すること。
総合募集：4月・6月・8月・10月・12月・2月
【根拠法令等：公営住宅法】

12．民活手法による府営住宅建替事業の推進に関すること
府営豊中新千里北住宅（第２期）について、民活事業者が解体撤去工事業務を実施し、これに対するモニタリングを行った。
府営堺宮山台４丁住宅（第３期）について、民活事業者と特定事業契約の締結を行った。

○府営豊中新千里北住宅（第２期）の事業概要（令和３年度契約）
	土地の所在
	府営住宅
	活用地
	民活事業者

	豊中市新千里北町
２丁目、３丁目
	府営住宅208戸、付帯施設対価　3,852,700 千円
入居者移転の支援を含む
	分譲集合住宅　577戸
分譲戸建住宅　 29戸
福祉施設　　　　1棟
対価11,797,400 千円
(約33,631㎡)
	東レ建設
グループ


○府営堺宮山台４丁住宅（第３期）の事業概要（令和６年度契約）
	土地の所在
	府営住宅
	活用地
	民活事業者

	堺市南区宮山台
４丁、２丁
	府営住宅140戸、付帯施設対価　4,998,000 千円
入居者移転の支援を含む
	分譲戸建住宅　95戸
対価238,000千円

(約16,583㎡)
	東レ建設
グループ


【根拠法令等：公営住宅法、ＰＦＩ法等】
〔集約事業〕
１．集約に伴う移転
（１）移転補償
大阪府営住宅ストック総合活用計画に基づき、耐震改修の施工性等により耐震化を図ることが困難な住棟や、入居者を募集しても応募倍率が1倍未満となるような需要が低い団地について、入居者への適切な対応を図り集約を進めている。
（単位：戸）
	団地名
	着手年度
	集約
管理戸数
	着手時
入居戸数
	令和5年度末
対象戸数
	令和6年度末
対象戸数
	令和6年度
移転戸数

	原山台３丁
	H25
	294
	210
	 3
	1
	2

	原山台４丁
	H25
	85
	55
	0
	0
	0

	高倉台センター
	H26
	209
	160
	0
	0
	0

	高倉台第３
	H26
	104
	91
	0
	0
	0

	晴美台第４
	H27
	324
	228
	0
	0
	0

	槇塚台第１
	H27
	320
	225
	5
	5
	0

	貝塚三ツ松
	H28
	582
	331
	30
	28
	2

	泉佐野見出
	H29
	40
	27
	5
	2
	3

	貴望ケ丘
	H29
	70
	48
	5
	2
	3

	東鳥取石田
	H29
	330
	212
	 41
	26
	15

	清滝
	H30
	130
	92
	 5
	4
	1

	原山台３丁（後期）
	H30
	90
	60
	3
	0
	3

	原山台５丁
	H30
	170
	119
	 14
	9
	5

	御池台２丁
	R1
	90
	44
	 9
	4
	5

	赤坂台３丁
	R1
	250
	154
	28
	11
	17

	箕面
	R3
	272
	134
	18
	15
	3

	高倉台第４
	R4
	60
	18
	10
	10
	0

	富田林西
	R6
	100
	58
	―
	46
	12

	計
	－
	3,520
	2,266
	 176
	163
	71


【根拠法令等：公営住宅法、府営住宅の耐震性の低い住宅等の用途廃止に関する要綱】
(注)・着手年度は、住民説明会を実施した年度を記載。
・対象戸数は移転補償対象となる戸数であり、移転補償対象外（契約解除、地位承継不可、単身死亡等）を含まないため、入居者の状況により変動する。
・移転戸数は、移転補償対象外の退去戸数は含まない。


２．集約に伴うリース風呂補償
集約事業に伴い、集約される住戸および移転先住戸として確保している住戸にリース
風呂が設置されている場合、その住戸が空家である期間についてリース風呂残存価値分
の補償費を支出した。
	
	令和4年度
	令和5年度
	令和6年度

	リース風呂補償費
	(団地)
	27
	7
	2




〔用地管理事業〕
建替事業に伴い、土地境界確定事務を行い、用地活用等による手続きを行った。
１．建替事業に係る用地活用等による譲渡状況等

（１）府営住宅用地の一部（道路敷）を大阪市に無償譲渡した。
（無償譲渡した土地）
	住宅名
	所在地
	面積（実測）
	譲渡年月日
	譲渡先

	瓜破西
	大阪市平野区瓜破西
１丁目１８９番７
外２筆
	2,029.67㎡
	令和6年12月10日
	大阪市



（２）府営住宅用地の一部（道路敷）を貝塚市に無償譲渡した。
（無償譲渡した土地）
	住宅名
	所在地
	面積（実測）
	譲渡年月日
	譲渡先

	貝塚森
	貝塚市森５９６番５
	21.06㎡
	令和7年2月14日
	貝塚市


　
（３）府営住宅用地の一部（道路敷・水路敷）を岸和田市に無償譲渡し、岸和田市有地（里道敷・水路敷）を無償で譲り受けた。
（無償譲渡した土地）
	住宅名
	所在地
	面積（実測）
	譲渡年月日
	譲渡先

	岸和田大町
	岸和田市大町４丁目
５２番２　外２４筆
	10,312.60㎡
	令和7年3月12日
	岸和田市


　　　（無償譲渡された土地）
	住宅名
	所在地
	面積（実測）
	譲受年月日
	譲受先

	岸和田大町
	岸和田市大町６１番１４　外１４筆
	1,089.11㎡
	令和7年3月12日
	岸和田市


【根拠法令等：大阪府公有財産規則】

２．その他
隣接地権者との境界協議、府営住宅用地の地目変更、合筆登記、分筆登記等を行った。
【根拠法令等：大阪府公有財産規則等】
(６)住宅改善グループ（施設保全課）

大阪府営住宅ストック総合活用計画（令和3年12月改定）に基づき、今後、増加が予想される高齢者をはじめ、障がい者、子育て層など、誰もが安心して暮らせるため、中層エレベーター設置事業などバリアフリー化事業を推進した。

１．中層エレベーター設置事業の推進
既存の中層住宅では、エレベーターのないものが多数を占め、高齢者等には日々の階段
の昇降は大きな負担となることからエレベーター設置を一層進めていくこととしている。令和6年度は3団地について新たに工事着手するとともに、8団地の基本設計業務の委託等を行った。


（１）事業実施状況

工事着手住宅
	住宅名
	設置基数
	事業年度
	備　考

	庄内西
	６
	R6 ～　R7
	令和7年5月竣工予定

	大東朋来（2期）
	11
	R6 ～　R7
	令和8年1月竣工予定

	泉大津式内
	11
	R6 ～　R7
	令和8年2月竣工予定

	合　計
	28
	
	



継続工事住宅
	住宅名
	設置基数
	事業年度
	備　考

	茨木玉櫛
	7
	R5　～　R7
	令和7年6月竣工

	貝塚三ツ松
	32
	R5　～　R6
	令和6年1月竣工

	庄内北
	10
	R5　～　R6
	令和7年1月竣工

	寝屋川点野
	21
	R5　～　R6
	令和7年3月竣工

	合　計
	70
	
	




（２）関係機関との協議
自治会等からの工事に関する苦情や住替え方法等の相談への対応など、必要に応じ各種の協議を行った。




（３）基本設計業務の委託
現地調査等による法的・物理的な観点からの中層エレベーターの設置個所検討、設置計画図の作成などを行う基本設計業務の委託を行った。
	委託名称
	対象住宅
	委託金額
（税込み）
	委託期間
	契約方法

	大阪府営島本江川住宅中層エレベーター設置事業基本設計（協議図面等作成）業務
	島本江川住宅
	4,942,300円
	R6.4.25～
R7.3.14
	一般競争入札

	大阪府営八尾緑ヶ丘住宅中層エレベーター設置事業基本設計（協議図面等作成）業務
	八尾緑ヶ丘住宅
	4,189,900円
	R6.4.26～
R7.3.14
	一般競争入札

	大阪府営泉佐野長滝住宅中層エレベーター設置事業基本設計（協議図面等作成）業務
	泉佐野長滝住宅
	3,802,700円
	R6.4.26～
R7.3.14
	一般競争入札

	大阪府営和泉繫和住宅中層エレベーター設置事業基本設計（協議図面等作成）業務
	和泉繁和住宅
	2,046,000円
	R6.5.10～
R7.3.14
	一般競争入札

	大阪府営豊中上津島住宅中層エレベーター設置事業基本設計（協議図面等作成）業務
	和泉繁和住宅
	2,611,400円
	R6.5.14～
R7.3.14
	一般競争入札

	大阪府営泉佐野鶴原北住宅中層エレベーター設置事業基本設計（協議図面等作成）業務
	泉佐野鶴原北住宅
	2,315,500円
	R6.5.14～
R7.3.17
	一般競争入札

	大阪府営浅香山住宅外１件中層エレベーター設置事業基本設計（協議図面等作成）業務（その２）
	浅香山住宅
松原天美住宅
	4,840,000円
	R6.4.9～
R6.9.30
	随意契約




（４）負担金協定の締結等
エレベーター棟設置工事に伴う設備等の工事負担金等に係る協議を関係機関と行い、協定を締結するなどして適正に工事負担金等を支出した。
	工事負担金種別
	対象住宅
	支出先
	支出金額
(税込み)

	ガス管移設工事
	高槻芝生住宅
	大阪ガスネット
ワーク(株)
	33,754,000円

	ガス管移設工事
	東大阪稲田住宅
	
	1,273,000円

	ガス管移設工事
	守口藤田住宅
	
	7,686,000円





２．バリアフリー化事業の推進
既設の府営住宅において、住戸内のバリアフリー化を進めるとともに、令和６年度より、子育て世帯向けの住戸改善を進めるため、住戸内バリアフリー化事業等を委託し、その業務の適正な執行に努めた。
また、委託事業執行の適正化を図るため、委託業者に対し、随時、調査及び指導を行うとともに、必要に応じ、関係機関との協議や地元調整を行った。
[bookmark: _Hlk196298942]
1. 住戸内バリアフリー化事業（事業着手35戸：決算額　45,320,000円）
住戸内の床段差解消、手すりの設置等の設計・工事を実施した。

1. 【新規】子育て世帯向け改修事業（事業着手35戸：決算額　9,123,036円）
エレベーターや浴槽が設置されている既設住戸内の住宅改善（台所に隣接する和室を洋室化等）の設計・工事を実施した。


３．府営住宅集会所のバリアフリー化対策
既存集会所内のバリアフリー化を進めるため、バリアフリー化事業を委託し、その業務の適正な執行に努めた。
（委託金額は施設管理Ｇにおける【施設の維持管理状況】の維持補修費「計画修繕」に含まれる。）

（1） バリアフリー化事業（8団地8施設：決算額 10,835,511円）
床段差解消、手すりの設置、便器の洋式化等のバリアフリー化対応の工事を実施した。


(７)施設管理グループ（施設保全課）

１．府営住宅の維持保全等
府営住宅及び住宅環境の良好な維持・保全を図るため、維持補修等の業務を㈱東急コミュニティー・日本管財㈱及び近鉄住宅管理㈱などに委託し、その業務の適切な執行に努めた。
また、委託事業執行の適正化を図るため、大阪府住宅供給公社及び指定管理者に対し、随時、調査及び指導を行った。
委　託　料　計　　 6,863,393,340 円

【施設の維持管理状況】　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：円）
	
	北摂①地区
(㈱東急
コミュニティー)
	枚方地区
（近鉄
住宅管理㈱）
	村野住宅
(日本管財㈱) 
	大東朋来住宅
(日本管財㈱) 
	守口･寝屋川･
門真地区
(日本管財㈱)

	1. 維持補修費
	
721,163,666 
(管理運営業務
委託料)
	
631,024,936
(管理運営業務委託料)
	 
72,848,041
(管理運営業務委託料)
	
148,984,651
 (管理運営業務委託料)
	
603,602,583 
(管理運営業務委託料)

	
	一般修繕
	
	
	
	
	

	
	計画修繕※1
	
	
	
	
	

	(2)維持管理費
	
	
	
	
	

	
	合併式浄化槽
維持管理
	
	
	
	
	

	
	合併式浄化槽
余剰汚泥搬出
	
	
	
	
	

	
	浄化槽法定検査
	
	
	
	
	

	
	受水槽・
給水塔清掃等
	
	
	
	
	

	
	専用水道水質検査
	
	
	
	
	

	
	給水設備保守点検
	
	
	
	
	

	
	消防設備点検
	
	
	
	
	

	
	ゴミドラム保守点検
	
	
	
	
	

	
	昇降機保守点検
	
	
	
	
	

	
	附帯施設維持管理
	
	
	
	
	

	
	発電機保守点検
	
	
	
	
	

	
	自家用電気工作物
保守点検
	
	
	
	
	

	
	電波障害対策施設
保守点検
	
	
	
	
	

	
	環境共生システム
保守点検
	
	
	
	
	

	
	緊急時連絡業務
	
	
	
	
	

	
	行政財産使用料支払
	
	
	
	
	

	
	公共下水道
受益者負担金
	
	
	
	
	

	
	光熱水費支払業務
	
	
	
	
	

	
	緑地保全業務
	
	
	
	
	

	
	定期点検
	
	
	
	
	

	(3)空家補修等事業費

	
	
	
	
	

	(4)駐車場維持管理
事業費
	
	
	
	
	

	(5)被災者用
救済措置修繕
	
	
	
	
	


　　※1：住宅の計画修繕については、管理代行で大阪府住宅供給公社に委託。

【施設の維持管理状況】　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：円）
	
	北摂②地区
(㈱東急
コミュニティー)
	東大阪地区
(近鉄
住宅管理㈱)
	大阪市・中、南河内地区
(日本管財㈱)
	堺市①、泉州北部地区
 (㈱東急
コミュニティー)
	堺市②地区
(㈱東急
コミュニティー)
	泉州南部地区
(㈱東急
コミュニティー)

	(1)維持補修費
	
546,708,451
 (管理運営業務委託料)
	
533,267,817 
(管理運営業務委託料)
	
914,609,981
 (管理運営業務委託料)
	
834,107,682
 (管理運営業務委託料)
	
821,163,633
 (管理運営業務委託料)
	
1,035,911,899
 (管理運営業務委託料)

	
	一般修繕
	
	
	
	
	
	

	
	計画修繕※1
	
	
	
	
	
	

	(2)維持管理費
	
	
	
	
	
	

	
	合併式浄化槽
維持管理
	
	
	
	
	
	

	
	合併式浄化槽
余剰汚泥搬出
	
	
	
	
	
	

	
	浄化槽法定検査
	
	
	
	
	
	

	
	受水槽・
給水塔清掃等
	
	
	
	
	
	

	
	専用水道水質検査
	
	
	
	
	
	

	
	給水設備保守点検
	
	
	
	
	
	

	
	消防設備点検
	
	
	
	
	
	

	
	ゴミドラム保守点検
	
	
	
	
	
	

	
	昇降機保守点検
	
	
	
	
	
	

	
	附帯施設維持管理
	
	
	
	
	
	

	
	発電機保守点検
	
	
	
	
	
	

	
	自家用電気工作物
保守点検
	
	
	
	
	
	

	
	電波障害対策施設
保守点検
	
	
	
	
	
	

	
	環境共生システム
保守点検
	
	
	
	
	
	

	
	緊急時連絡業務
	
	
	
	
	
	

	
	行政財産使用料支払
	
	
	
	
	
	

	
	公共下水道
受益者負担金
	
	
	
	
	
	

	
	光熱水費支払業務
	
	
	
	
	
	

	
	緑地保全業務
	
	
	
	
	
	

	
	定期点検
	
	
	
	
	
	

	(3)空家補修等事業費
	
	
	
	
	
	

	(4)駐車場維持管理費
	
	
	
	
	
	

	(5)被災者用
救済措置修繕
	
	
	
	
	
	


※1：住宅の計画修繕については、管理代行で大阪府住宅供給公社に委託。



（１）維持補修費

ア．一般修繕
事務処理の方針、基準等に基づき実施した。
【根拠法令等：公営住宅法】

　　　イ．計画修繕
	主   要   項   目
	数 量
	金　額

	外装吹替
	2,097戸
	2,361,204,852円

	屋上防水層改修
	216戸
	565,746,300円

	昇降機地震時等対応改修
	31基
	1,121,813,715円

	戸開走行保護装置
	0基
	0円

	給湯器取替
	219戸
	68,705,047円

	加圧給水設備改修
	2団地
	124,643,972円

	既存集会所整備
	8箇所 
	10,835,511円

	屋内電気設備改修
	0戸
	0円

	ＬＥＤ照明改修
	7,344戸
	763,956,718円

	量水器取替
	9,191戸
	358,076,694円

	その他の計画修繕
	―　
	663,597,046円

	計
	―　
	6,038,579,855円


建設年度、補修対象経費、緊急性を勘案し策定した実施計画書に基づき実施した。
【根拠法令等：公営住宅法、特別措置法（社会資本整備総合交付金等）】

　　　風呂設備設置事業
　　　　 風呂設備がない空家に、住宅の基本的な性能である風呂設備を順次設置。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　（R6設置戸数：450戸　決算額141,728,939円）

（２）維持管理費
府営住宅の浄化槽、受水槽、昇降機等の共用施設の保守管理業務を実施した。
【根拠法令等：公営住宅法 、水道法 、水質汚濁防止法 、消防法 、建築基準法】

（３）府営住宅駐車場管理事業
府営住宅の駐車場の適正な管理を実施した。
　【根拠法令等：公営住宅法、府営住宅条例、同施行規則、
大阪府営住宅駐車場の整備及び管理に関する要綱】
　　　　　　　　　　  
　　　駐車場管理区画数及び使用料（令和６年度）
	指定管理者
	団地数
	管理区画
	駐車場使用料

	(株)東急コミュニティー他2社
	29団地
	68,637区画
	2,906,381,680円


（４）府営住宅駐車場の空き区画利用事業（一般開放）
府営住宅駐車場の空き区画を暫定利用するため、入居者以外の者に駐車場を利用させる目的で、サニカ（株）他35者に行政財産の使用許可及び貸付を行った。
　　【根拠法令等：地方自治法、大阪府公有財産規則】

コインパーキング設置区画及び使用料（令和６年度）
	設置事業者
	団地数
	管理区画
	行政財産使用料

	サニカ㈱
 他2社
	23団地
	3,182 区画
	499,020,440円



カーシェアリング設置区画及び使用料（令和６年度）
	設置事業者
	団地数
	管理区画
	行政財産使用料

	タイムズモビリティ㈱他1社
	40団地
	152区画
	9,326,790円










予約駐車場サービス実施区画及び使用料（令和６年度）
	設置事業者
	団地数
	管理区画
	行政財産使用料

	アパルトマンホールディングス㈱他1社
	58団地
	29区画
	3,807,960円










暫定利用区画数及び使用料等（令和６年度）
	貸付者
	団地数
	管理区画
	行政財産使用料及び貸付料

	豊中市立北丘
小学校他31者
	27団地
	309区画
	21,365,630円











２．火災共済及び汚水処理施設の費用徴収事務
　　府営住宅の火災共済を公益社団法人全国公営住宅火災共済機構に加入し、分担金の支出及び共済金等請求事務を行った。


（１）火災共済
府営住宅の火災による損害等に対する救済を図るため、公益社団法人全国公営住宅火災共済機構に加入し、加入及び共済金等請求事務を行った。
　　　
ア．火災共済加入処理状況

　　　　公営住宅

	加入年月日
	共済掛け金
	共済責任額
	加入戸数

	令和6年4月１日
	2,980,828円
	27,098,488千円
	1,208戸




（２）汚水処理施設の費用徴収
府営住宅の入居者以外の者が府の特殊浄化（汚水処理）施設に放流した時にそれに係る弁償額を当該市町村の下水道料金等に準じて費用を徴収している。

	住　　宅　　名
	調　　定　　額

	佐野泉陽ケ丘住宅
	182,055円







(８)資産活用グループ（施設保全課）

用地管理事業
　府営住宅敷地及び分譲住宅残地等の適正な管理に努めるとともに、敷地使用及び建物に関する適正な指導、許可等の事務等を行った。

１．府営住宅敷地等管理
　(１)敷地使用許可等状況
　(単位：件)
	区　分
	繰　越
	受　理
	処　理
	未処理
	返れい

	電力柱等設置
	0
	新･変：39
	39
	0
	0

	
	
	継：  　0
	
	
	

	電話柱等設置
	0
	新･変： 79
	79
	0
	0

	
	
	継：   0　　  
	
	
	

	ガス管等設置
	0
	新･変： 34
	34
	0
	0

	
	
	継：　  0
	
	
	

	公共上下水道管等設置
	0
	新･変： 11
	30
	0
	0

	
	
	継：  　19
	
	
	

	電気通信設備等設置
	0
	新･変： 69
	234
	0
	0

	
	
	継:　　165
	
	
	

	自動販売機設置
	0
	新:　   37
	122
	0
	0

	
	
	継:　 　85
	
	
	

	その他
	0
	新･変:　114
	229
	0
	0

	
	
	継:   115
	
	
	

	工事施行承諾
	0
	新:　  258
	258
	0
	0

	
	
	継:  　　0
	
	
	

	住宅内通路通行承諾
	0
	新:　   11
	11
	0
	0

	
	
	継:  　　0
	
	
	

	計
	0
	新･変: 652
	1,036
	0
	0

	
	
	継:   384
	
	
	


　【根拠法令等：地方自治法、大阪府公有財産規則】



(２)土地境界確定協議書等処理状況　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
(単位：件)
	区　分
	繰　越
	受　理
	処　理
	未処理
	返れい

	府が申請書を受理
	0
	21
	21
	0
	0

	府が申請書を提出
	0
	0
	0
	0
	0

	対側・隣接地等承諾
	0
	7
	9
	0
	0

	原本証明
	0
	5
	5
	0
	0

	計
	0
	33
	35
	0
	0


【根拠法令等：大阪府公有財産規則】

２．団地施設使用料等
　　府営住宅敷地の使用許可及び貸付けに係る使用料・賃付料を徴収した。
(１)使用料
	年度
	項　　目
	調　定　額(円)
	収入済額(円)

	令和6年度
	団地内施設使用料
	124,441,160 
	（1468）
	124,441,160 
	（1466）

	令和5年度
	団地内施設使用料
	165,858,010 
	（1483）
	124,092,700
	（1483）

	令和4年度
	団地内施設使用料
	124,096,000 
	（1568）
	124,092,700  
	（1537）


(    )内は、調定件数(単位：件)
　【根拠法令等：地方自治法、行政財産使用料条例、大阪府公有財産規則】

(２)貸付料
	年度
	項　　目
	調　定　額(円)
	収入済額(円)

	令和6年度
	不動産貸付料収入
	77,841,480
	(35)
	77,841,480
	(35)

	令和5年度
	不動産貸付料収入
	77,677,370  
	(29)
	77,677,370  
	(29)

	令和4年度
	不動産貸付料収入
	77,859,210
	(37)
	77,859,210
	(37)


(    )内は、調定件数(単位：件)　　　　
【根拠法令等：地方自治法、大阪府公有財産規則
３．管理センター区域別取扱い状況

	区分


区域
	電力柱等
設　　置
	電話柱等
設　　置
	ガス管等
設　　置
	公共上下水道管等設置
	電気通信
設備等設置
	自動販売機
設　　　置

	
	受理
	処理
	受理
	処理
	受理
	処理
	受理
	処理
	受理
	処理
	受理
	処理

	千里
	4
	4
	12
	12
	1
	1
	2
	2
	29
	29
	8
	8

	高槻
	5
	5
	10
	10
	2
	2
	1
	1
	27
	27
	9
	9

	藤井寺
	5
	5
	5
	5
	6
	6
	7
	7
	47
	47
	18
	18

	堺東
	4
	4
	14
	14
	7
	7
	4
	4
	34
	34
	22
	22

	泉北ﾆｭｰﾀｳﾝ
	3
	3
	3
	3
	1
	1
	0
	0
	18
	18
	11
	11

	泉佐野
	9
	9
	18
	18
	6
	6
	13
	13
	35
	35
	22
	22

	大東朋来
	0
	0
	0
	0
	1
	1
	1
	1
	1
	1
	0
	0

	寝屋川
	2
	2
	6
	6
	3
	3
	1
	1
	22
	22
	15
	15

	布施
	0
	0
	0
	0
	2
	2
	0
	0
	8
	8
	5
	5

	枚方
	4
	4
	11
	11
	5
	5
	2
	2
	11
	11
	13
	13

	村野
	3
	3
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	2
	2
	0
	0

	計
	39
	39
	79
	79
	34
	34
	31
	31
	234
	234
	123
	123



	区分


区域
	その他
	工事施行
承　　諾
	住宅内通路
通行承諾
	計

	
	受理
	処理
	受理
	処理
	受理
	処理
	受理
	処理

	千里
	13
	13
	29
	29
	1
	1
	99
	99

	高槻
	16
	16
	41
	41
	1
	1
	112
	112

	藤井寺
	31
	31
	22
	22
	3
	3
	144
	144

	堺東
	53
	53
	33
	33
	0
	0
	171
	171

	泉北ﾆｭｰﾀｳﾝ
	5
	5
	38
	38
	0
	0
	79
	79

	泉佐野
	48
	48
	44
	44
	5
	5
	200
	200

	大東朋来
	2
	2
	7
	7
	1
	1
	13
	13

	区分


区域
	その他
	工事施行
承　　諾
	住宅内通路
通行承諾
	計

	
	受理
	処理
	受理
	処理
	受理
	処理
	受理
	処理

	寝屋川
	28
	28
	12
	12
	0
	0
	89
	89

	布施
	12
	12
	12
	12
	0
	0
	39
	39

	枚方
	18
	18
	18
	18
	0
	0
	82
	82

	村野
	3
	3
	2
	2
	0
	0
	10
	10

	計
	229
	229
	258
	258
	11
	11
	1,038
	1,038



用地活用推進事業
府営住宅のうちから活用可能財産を掘り起こし、積極的に有効活用（売却・貸付等）を行った。

１．用地の処分等
(１) 府営住宅建替事業により創出した用地を条件付一般競争入札により民間事業者に処分した。
	団地名
	土地の所在
	面積(㎡)
	処分価格(円)
	処分年月日
	処分先

	和泉伯太
	和泉市伯太町二丁目797番89
	5,040.54
	413,200,000
	令和6年7月31日
	ユウハウジング株式会社

	南生野
	大阪市生野区生野東四丁目138番4
	2,312.16
	595,345,000
	令和6年12月11日
	フジ住宅株式会社

	松原一津屋
	松原市一津屋三丁目144番58
	3,065.84
	327,770,000
	令和6年12月19日
	株式会社ハーベストハウス

	竹城台第３
	堺市南区竹城台三丁1番38
	12,299.91
	2,000,000,000
	令和7年3月25日
	南海不動産株式会社ほか


【根拠法令等：公営住宅法、大阪府公有財産規則等】

(２)府営住宅の低未利用地等を有償所管替えにより処分した。
	団地名
	土地の所在
	面積(㎡)
	処分価格(円)
	処分年月日
	処分先

	門真上島
	門真市上島町124番2
	25.28
	1,970,765
	令和7年3月31日
	枚方土木事務所


【根拠法令：大阪府公有財産規則】

(３)府営住宅の低未利用地等を随意契約で処分した。
	団地名
	土地の所在
	面積(㎡)
	処分価格(円)
	処分年月日
	処分先

	豊中島江
	豊中市島江町一丁目59番17
	50.17
	13,814,218
	令和7年2月26日
	豊中市

	前畑
	泉南市樽井八丁目1415番
	756.94
	29,400,000
	令和7年2月28日
	泉南市


【根拠法令：公営住宅法、大阪府公有財産規則等】





２．用地の貸付
府営住宅用地の貸付に係る賃付料を徴収した。
	団地名
	土地の所在
	面積(㎡)
	年間貸付料(円)
	備　　考

	枚方船橋
	枚方市南船橋一丁目1482番3外3筆の一部
	902.19
	5,141,500
	不動産貸付収入(定期借地)

	高倉台第1
	堺市南区高倉台一丁3番2の一部
	1,050.98
	18,321,000
	不動産貸付収入(定期借地)

	八尾緑ヶ丘
	八尾市緑ケ丘一丁目117番9
	443.79
	2,564,649
	不動産貸付収入(定期借地)

	金岡東第一
	堺市北区新金岡町二丁2番3
	1,675.92
	10,450,200
	不動産貸付収入(定期借地)


【根拠法令等：大阪府公有財産規則等】

３．不動産鑑定評価
用地処分等のために、土地不動産鑑定評価を行った。
	内　　　　容
	件　　　　数
	契約金額計（円）

	土地不動産鑑定評価
	5件
	1,497,100


【根拠法令等：大阪府公有財産規則】
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